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はじめに 
 

 災害からの１日も早い復興を成し遂げるためには

まず被災者自らが生活再建への意欲を持ち、様々な

人々との協働や支援制度の活用を図りながら取り組

んでいくことが大切です。 

 また、暮らしの場である地域の復興のために地域

の住民同士が助け合い、取り組んでいくことも大切

です。 

 

 このハンドブックは、市民の皆さまが各種の支援

制度を最大限に活用しながら生活再建や地域の復興

に向けて取り組むことができるよう、各種支援制度

をわかりやすくまとめたものです。 

 

 あわせて、災害による被害を軽減し速やかに復興

を成し遂げるためには、日頃からの取り組みも大切

です。「自分の身は自分で守る」「自分たちの地域

は自分たちで守る」ために、防災対策に取り組んで

いただければと思います。
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索引 

１ り災証明書について …Ｐ ３ ～ ５  

２ 各種支援制度  

 (1) 生活等の支援 …Ｐ７ ～ １０ 

 (2) 減免・免除等 …Ｐ１１～１７ 

 (3) その他の支援 …Ｐ１８～１９ 

３ 災害救助法について …Ｐ２０～２３ 

４ 被災者生活再建支援制度について  …Ｐ２４～２６ 
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１ り災証明書について 

 り災証明書とは、自然災害により住家が被災したとき、市がその被害

状況を確認し、被害の程度を証明する書類のことです。市では「秦野市

り災証明交付要綱」及び国が定める統一基準に基づき被害の程度を判定

し、り災証明書を交付します。 

 台風や地震により住家に被害があった場合は、り災証明書交付申請書

を市に提出し、被害の程度に応じた被災者支援事業を活用して早期復旧

を図りましょう。 

 なお、令和４年１月から、e-kanagawa 電子申請を利用した電子申請が

可能となりましたので、ぜひご利用ください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検索☞            

 

秦野市 り災証明 電子申請 

e-kanagawa 電子申請は 

こちらの QR コードから⇒ 
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り災証明書を受け取るまで 

 

災害発生 

 

Step１ り災証明書交付申請 

  □申請方法 

・電子申請（e-kanagawa 電子申請） 

・申請窓口へ申請書等を持参又は郵送 

□必要書類（提出先は次ページ） 

  ・り災証明書交付申請書 

  ・写真、図面、 

その他被害の状況が分かる書類 

    ・本人確認書類（運転免許証等） 

 □留 意 点 

  ・申請する前に用途を検討し、提出先に必要な書類を確認 

しましょう。(保険の請求など、り災証明書が必要ない場合もあります。) 

  ・申請期限はり災した日からおよそ９０日以内です。 

  ・代理人による申請の場合は、委任状が必要です。 

 

Step２ 現地調査 

  市職員（又は市外からの応援職員）が被災住家に伺い、被害 

の程度を調査します。 

 

Step３ 「り災証明書」の交付 

※判定結果に疑義がある場合は再調査を申請することができます。 

（り災証明書の交付日からおよそ３０日以内を申請期限とします。） 

  

 

秦野市ホームページから 
ダウンロード 
ＱＲコード⇒ 
 

検索 

 秦野市 り災証明  

「り災証明書交付申請書」の受付を開始するのは発災から 

１～２週間後です。発災直後は慌てず、家族の安全や住まい 

の確保、被害状況の記録（写真撮影）等を行いましょう。 
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証明書の種類 

 証明書の種類は次のとおりです。 

種類 対象 証明の内容 発行までの期間 

り災証明書 住家 被害の程度 
長い 

（原則、現地調査あり） 

り災届出証明書 
非住家 

その他 

被害があったことを 

市に届け出た事実 

短い 

（原則、現地調査なし） 

 「り災証明書」の発行には現地調査、判定内容の精査等、時間を必要

とするため、証明書の提出先に確認し可能であれば「り災届出証明書」

の交付を受けましょう。 

 

申請書の提出先 

 申請書の提出先は次のとおりです。 

時期 提出先 場所 電話番号 

平常時 防災課 西庁舎３階 0463-82-9621 

大規模災害時 資産税課 本庁舎２階 0463-82-7391 

 

被害の程度の種類 

 「り災証明書」により証明される被害の程度には次の種類があります。 

被害の程度 認定基準 備考 

全壊 
延床面積の 70％以上又は 

経済的被害の 50％以上 
現地調査が必要 

※広範囲の流失等の場合は写真判定 

大規模半壊 
延床面積の 50％以上又は 

経済的被害の 40％以上 

現地調査が必要 

中規模半壊 
延床面積の 30％以上又は 

経済的被害の 30％以上 

半壊 
延床面積の 20％以上又は 

経済的被害の 20％以上 

準半壊 経済的被害の 10％以上 

一部損壊 経済的被害の 10％未満 
写真判定のみでの交付が可能 

（自己判定方式） 
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２ 各種支援制度 

 被災された方の生活復旧などに対して、自治体、社会福祉法人等から

の支援があります。 

 ここでは、各種支援制度の主要な事項を掲載しますが、災害の規模、 

種類により内容の変更、新たな制度の設立がされるため市ホームページ 

等で発信される情報を確認し、いち早く安定した生活を確保しましょう。 

 

 支援制度の内容  

  (1) 生活等の支援（Ｐ７～） 

災害により死傷された方、住宅に被害を受けた方等を対象に支援 

金の給付、貸付金の融資等があります。 

 

  (2) 減額・免除等（Ｐ１１～） 

被害状況に基づく市税、水道使用料、福祉施設利用者負担額等の 

減額・納税の猶予・免除が講じられる場合があります。 

保険料などについても減免が適用される場合があるため、該当が 

ある場合は確認しましょう。 

 

  (3) その他の支援（Ｐ１８～） 

り災ごみの処理、土砂・倒木の撤去等を実施する場合がありま 

す。 
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(1) 生活等の支援 

 被災後の状況    活用できる支援制度  

住家等が半壊以上又は 

重傷、家族が死亡した。 

（災害救助法未適用） 
→ 小災害見舞金等の支給 Ｐ８ 

    

災害により家族が死亡した。 → 災害弔慰金 Ｐ８ 

    

災害によって負傷し、 

重い障害が残ってしまった。 
→ 災害障害見舞金 Ｐ９ 

    

災害により負傷、住家の半壊

等してしまい、生活再建への

費用が不足している。 
→ 災害援護資金 Ｐ１０ 

    

住居を失い、市営住宅等を 

利用したい。 
→ 市営住宅の一時提供 Ｐ１０ 
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制 度 の 名 称 小災害見舞金等の支給 

支 援 の 種 類 給付 

制 度 の 内 容 
○ 災害救助法の適用を受けない災害又は火災若しくは

爆発により被害が生じたもの 

活用できる方 

○ 次のいずれかに該当する被害を受けた者 
 ① 住家又は店舗若しくは事業所の全壊、全焼又は 

流出の被害を受けた使用者、所有者 

 ② 住家等の半壊、半焼、床上浸水の被害を受けた 

使用者・所有者 

 ③ 重傷又は死亡（本市に住所を有するものに限る） 

   重傷の場合は本人、死亡の場合は遺族 

※ 担当課から対象者に連絡します。 

お問い合わせ 地域共生推進課（本庁舎２階）℡0463-82-7392 

 

制 度 の 名 称 災害弔慰金 

支 援 の 種 類 給付 

制 度 の 内 容 

○ 災害により死亡された方のご遺族に対して、災害 

弔慰金の支給等に関する法律に基づき支給します。 

○ 支給額は次のとおりです。 

 ・生計維持者が死亡した場合：500 万円 

 ・その他の者が死亡した場合：250 万円 
 

★ 支給対象の災害は、自然災害のうち①１市町村において住居が

５世帯以上滅失した災害、②都道府県内において住居が５世帯以

上滅失した市町村が３以上ある場合の災害、③都道府県内におい

て災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害、④災

害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以

上ある場合の災害です。詳細は下記連絡先へご確認ください。 

活用できる方 

○ 災害により死亡した方のご遺族です。 

○ 支給の範囲・順位 

 ・1.配偶者 2.子 3.父母 4.孫 5.祖父母 

 ・上記のいずれも存しない場合には兄弟姉妹 
  （死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じくしていた者に限る） 

 ・死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主

として維持していた遺族を先、その他の遺族を後と

します。 

お問い合わせ 地域共生推進課（本庁舎２階）℡0463-82-7392 
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制 度 の 名 称 災害障害見舞金 

支 援 の 種 類 給付 

制 度 の 内 容 

○ 災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障害

が出た場合、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づ

き支給します。 

○ 支給額は次のとおりです。 

 ・生計維持者が重度の障害を受けた場合：250 万円 

 ・その他の者が重度の障害を受けた場合：125 万円 
 

★ 支給対象の災害は、自然災害のうち①１市町村において住居が

５世帯以上滅失した災害、②都道府県内において住居が５世帯以

上滅失した市町村が３以上ある場合の災害、③都道府県内におい

て災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害、④災

害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以

上ある場合の災害です。詳細は下記連絡先へご確認ください。 

活用できる方 

○ 災害により次のような重い障害を受けた方です。 
 ・両眼が失明した人 

 ・咀嚼
そしゃく

及び言語の機能を廃した人 

 ・神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、 

常に介護を要する人 

 ・胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、 

常に介護を要する人 

 ・両上肢をひじ関節以上で失った人 

 ・両上肢の用を全廃した人 

 ・両下肢をひざ関節以上で失った人 

 ・両下肢の用を全廃した人 

 ・精神又は身体の障害が重複する場合はその障害の程度が、 

前各項目と同程度以上と認められる人 

お問い合わせ 地域共生推進課（本庁舎２階）℡0463-82-7392 
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制 度 の 名 称 災害援護資金 

支 援 の 種 類 貸付（融資） 

制 度 の 内 容 

○ 災害により負傷又は住居、家財の損害を受けた方に

対して、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、

生活の再建に必要な資金を貸し付けます。 
 

★ 都道府県内で災害救助法が適用された市町村が１以上ある自然

災害を対象とします。詳細は下記連絡先へご確認ください。 

活用できる方 

○ 次の被害を受けた世帯の世帯主が対象です。 

  （いずれか） 

 ・世帯主が災害により負傷し、その療養に要する期間

が概ね１か月以上 

 ・家財の１／３以上の損害 

 ・住居の半壊又は全壊・流出 

 

○ 所得制限があります。 

世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額 

１人 220 万円 

２人 430 万円 

３人 620 万円 

４人 730 万円 

５人以上 
１人増すごとに 730 万円に 30 万円を加えた額 

ただし、住居が滅失した場合は 1,270 万円 
 

お問い合わせ 地域共生推進課（本庁舎２階）℡0463-82-7392 

 

 

制 度 の 名 称 市営住宅の一時提供 

支 援 の 種 類 現物支給 

制 度 の 内 容 
○ 災害により住まいを失った場合に、生活再建の支援

として市営住宅を短期間提供します。 

活用できる方 ○ 災害により住家が滅失した方 

お問い合わせ 交通住宅課（西庁舎２階）℡0463-82-9642 
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(2) 減額・免除等 

 被災後の状況    活用できる支援制度  

災害により、住家や家財等の 

損傷、人的被害を受けた場合 

 
※ 各種サービス等を利用している

場合は、減免の対象となることが

あるため内容を確認し、必要があ

れば申請等を行いましょう。 

→ 市民税の減免 Ｐ１２ 
   

→ 軽自動車税の減免 Ｐ１２ 

   

→ 固定資産税の減免 Ｐ１３ 

   

→ 介護保険料の徴収猶予 Ｐ１３ 

   

→ 介護保険料の減免 Ｐ１４ 

   

→ 居宅介護サービス等の額の特例  Ｐ１４ 

   

→ 国民健康保険税の減免 Ｐ１５ 

   

→ 国民健康保険一部負担金の減免  Ｐ１５ 

   

→ 国民年金保険料の減免 Ｐ１６ 

   

→ 後期高齢者医療保険料の減免 Ｐ１６ 

   

→ 後期高齢者医療保険料の徴収猶予  Ｐ１６ 

   

→ 
特定教育・保育及び特定地域型保育の

利用者負担額の減免 
Ｐ１７ 

   

→ 秦野市立認定こども園給食費の減免 Ｐ１７ 

   

→ 上下水道料金の減免 Ｐ１７ 
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制 度 の 名 称 市民税の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 住家又は家財について災害により受けた損害の金額
（保険金、損害賠償金などにより補填されるべき金額を除く。）

が、その住宅又は家財の価格の３／１０以上あるもの

及び災害により死傷された方の税額を減免する場合が

あります。 

活用できる方 

○ 前年中の合計所得金額が１千万円以下である場合、

次の区分のとおり減免します。 

損害の程度 
合計所得金額 

～500 万円 ～750 万円 750 万円超 

3/10 以上 5/10 未満 1/2 1/4 1/8 

5/10 以上 全額 1/2 1/4 

○ 災害により死傷された方 

 ・死亡し、又は生死不明となった場合  全 額  

 ・障害者となった場合        9/10 以内 

お問い合わせ 市民税課（本庁舎２階）℡0463-82-5130 

 

制 度 の 名 称 軽自動車税の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 
○ 自己が所有する軽自動車が被災した場合、軽自動車

税が減免される場合があります。 

活用できる方 ○ 被災した軽自動車の所有者 

お問い合わせ 市民税課（本庁舎２階）℡0463-82-5129 
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制 度 の 名 称 固定資産税の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 
○ 所有する固定資産が災害により著しく損害を受けた

場合、税額を減免する場合があります。 

活用できる方 

○ 農地、宅地等が損害を受けた場合 

被害面積 減免の割合 

その土地の 20%以上 40%未満のもの 4/10 

その土地の 40%以上 60%未満のもの 6/10 

その土地の 60%以上 80%未満のもの 8/10 

その土地の 80%以上のもの 全額 

 

○ 家屋等が損害を受けた場合 

り災程度 減免の割合 

半壊   （20％以上） 4/10 

大規模半壊  （40％以上） 6/10 

全壊   （50％以上） 全額 
 

お問い合わせ 
資産税課（本庁舎２階） 

土 地 担 当 ℡0463-82-7390（ 土地 の減免） 

家屋償却資産担当 ℡0463-82-7391（家屋等の減免） 

 

制 度 の 名 称 介護保険料の徴収猶予 

支 援 の 種 類 猶予 

制 度 の 内 容 

○ 災害により納付すべき保険料の全部又は一部を一時

に納付することができないと認められるときは、申請

に基づき、６か月以内の期間に限り徴収を猶予するこ

とがあります。 

活用できる方 
○ 第一号被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者が、災害により住宅、家財その他の財産

について著しい損害を受けた場合 

お問い合わせ 高齢介護課（本庁舎１階）℡0463-82-9616 
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制 度 の 名 称 介護保険料の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 災害による損害の程度及び前年の所得額に応じ、次

の割合のとおり減免します。 

損害の程度 
合計所得金額 

～300 万円 ～450 万円 ～600 万円 

1/3 以上 1/2 未満 1/2 1/3 1/4 

1/2 以上 2/3 未満 2/3 1/2 1/3 

2/3 以上 全額 2/3 1/2 
 

活用できる方 
○ 第一号被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者が、災害により住宅、家財その他の財産

について著しい損害を受けた場合 

お問い合わせ 高齢介護課（本庁舎１階）℡0463-82-9616 

 

制 度 の 名 称 居宅介護サービス等の額の特例 

支 援 の 種 類 支給 

制 度 の 内 容 

○ 居宅介護サービス費、介護予防サービス費等の必要

経費を負担することが困難であると認めた場合、損害

の程度及び前年の所得額に応じ、次の割合のとおり支

給します。 

損害の程度 
合計所得金額 

～300 万円 ～450 万円 ～600 万円 

1/3 以上 1/2 未満 95/100 94/100 93/100 

1/2 以上 2/3 未満 97/100 95/100 94/100 

2/3 以上 100/100 97/100 95/100 
 

活用できる方 
○ 要介護被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者が、災害により住宅、家財その他の財産

について著しい損害を受けた場合 

お問い合わせ 高齢介護課（本庁舎１階）℡0463-82-9616 
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制 度 の 名 称 国民健康保険税の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 災害による損害の程度及び前年の所得額に応じ、次

の割合のとおり減免します。 

損害の程度 
合計所得金額 

～300 万円 ～450 万円 ～600 万円 

1/3 以上 1/2 未満 1/2 1/3 1/4 

1/2 以上 2/3 未満 2/3 1/2 1/3 

2/3 以上 全額 2/3 1/2 
 

活用できる方 
○ 災害により保険税の納付が困難であると認められる

場合 

お問い合わせ 国保年金課（本庁舎２階）℡0463-82-9613 

 

制 度 の 名 称 国民健康保険一部負担金の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 家屋に 30％を超える損害を受けた場合 

損害の程度 減額割合 

30％以上 50％未満 50％ 

50％以上 70％未満 65％ 

70％以上 全額 
 

活用できる方 ○ 災害により自宅に被害（30％以上）が出た場合 

お問い合わせ 国保年金課（本庁舎２階）℡0463-82-9613 
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制 度 の 名 称 国民年金保険料の免除 

支 援 の 種 類 免除 

制 度 の 内 容 
○ 災害により保険料を納付することが著しく困難であ

ると認められるときは、免除される場合があります。 

活用できる方 
○ 住宅、家財その他の財産の被害金額（保険金、損害賠償

金などにより補填されるべき金額を除く。）が、その価格の

おおむね１／２以上の損害を受けた場合 

お問い合わせ 国保年金課（本庁舎２階）℡0463-82-9614 

 

制 度 の 名 称 後期高齢者医療保険料の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 
○ 災害が発生した月以降６か月の月額保険料相当額を

減免する場合があります。 

活用できる方 
○ 住家が半壊、半焼、床上浸水と同等若しくはそれ以

上の損傷を受けた場合 

お問い合わせ 国保年金課（本庁舎２階）℡0463-82-5491 

 

制 度 の 名 称 後期高齢者医療保険料の執行猶予 

支 援 の 種 類 猶予 

制 度 の 内 容 

○ 災害により納付すべき保険料の全部又は一部を一時

的に納付することができないと認められるときは、申

請に基づき、６か月以内の期間に限り徴収を猶予する

場合があります。 

活用できる方 
○ 被保険者又はその属する世帯の世帯主が、災害によ

り、住宅、家財又はその他の財産について著しい損害

を受けた場合 

お問い合わせ 国保年金課（本庁舎２階）℡0463-82-5491 
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制 度 の 名 称 
特定教育・保育及び特定地域型保育の 

利用者負担額の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 災害により著しく困窮し、利用者負担額を負担する

資力がないと認める場合は次のとおり減免します。 

被害の割合 減額する利用者負担額 

家屋の 1/3 以上 利用者負担額に 1/2 を乗じて得た額 

家屋の 1/2 以上 利用者負担額に 2/3 を乗じて得た額 
 

活用できる方 
○ 災害により、所有かつ居住する家屋に被害が生じた

支給認定子どもの保護者 

お問い合わせ 保育こども園課（本庁舎２階）℡0463-82-9606 

 

制 度 の 名 称 秦野市立認定こども園給食費の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 

○ 災害により著しく困窮し、給食費を負担する資力が

ないと認める場合は次のとおり減免します。 

被害の割合 減額する給食費 

家屋の 1/3 以上 給食費に 1/2 を乗じて得た額 

家屋の 1/2 以上 給食費に 2/3 を乗じて得た額 
 

活用できる方 
○ 災害により、所有かつ居住する家屋に被害が生じた

支給認定子どもの保護者（特定教育・保育及び特定地

域型保育の利用者負担額の減免の決定を受けた方） 

お問い合わせ 保育こども園課（本庁舎２階）℡0463-82-9606 

 

制 度 の 名 称 上下水道料金の減免 

支 援 の 種 類 減免 

制 度 の 内 容 ○ り災月を含む１検針分の請求額を全額減免します。 

活用できる方 
○ 災害により大規模半壊以上（床上浸水含む）のり災

証明書の発行を受けた方 

お問い合わせ 営業課（浄水管理センター）℡0463-83-2111 
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(3) その他の支援 

 復旧・復興の意向    活用できる支援制度  

災害により発生したごみを 

処理したい 
→ り災ごみの処理 Ｐ１９ 

    

住宅等に流入した土砂や倒木

を撤去したい 
→ 土砂・倒木の撤去 Ｐ１９ 
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制 度 の 名 称 り災ごみのごみ処理手数料の免除 

支 援 の 種 類 免除 

制 度 の 内 容 ○ 災害により発生したり災ごみを無償で処分します。 

活用できる方 ○ り災証明書等の発行を受けた方 

お問い合わせ 環境資源対策課（環境資源センター）℡0463-82-4401 

 

制 度 の 名 称 土砂・倒木の撤去 

支 援 の 種 類 費用補助 

制 度 の 内 容 

○ 風水害により住宅等に土砂の流入又は倒木被害が発

生した場合において、その撤去に係る費用を助成しま

す。 

〇 最大１０万円を限度とし、補助対象経費の２分の１

を補助します。 

〇 補助対象経費から助成金額を除く額が３万円以上と

なる場合に限ります。 

※ 現地確認が必ず必要になります。 

※ 風水害の発生から９０日以内に撤去が必要になりま

す。 

活用できる方 ○ 住宅等に被害が生じ又は被害を生じさせた個人 

お問い合わせ 防災課 ℡0463-82-9621 
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３ 災害救助法について 

 災害救助法（昭和 22 年 10月 18日法律第 118号）とは、災害に対して、

国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力のもとに、

応急的に必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図ることを

目的に制定された法律。 

 

救助の種類は①避難所の設置 ②被災者の救出 ③応急仮設住宅の供与 

④住宅の応急修理 ⑤炊き出しその他による食料の供給 ⑥学用品の供与 

⑦飲料水の供給 ⑧埋葬 ⑨被服、寝具その他生活必需品の供与・貸与 

⑩死体の捜索・処理 ⑪医療・助産 ⑫障害物の除去 です。 

 

災害救助法の適用には条件があり、秦野市では次の場合に適用されます。 

①  秦野市内  で    100 世帯以上 の住家が滅失 

② 神奈川県内 で  2,500 世帯以上 の住家が滅失 かつ 

   秦野市内  で     50 世帯以上 の住家が滅失 

③ 神奈川県内 で 12,000 世帯以上 の住家が滅失 かつ 

   秦野市内  で  多数の世帯 ※  の住家が滅失 

※ 多数の世帯 …災害の規模、状況等により変動する数値 

①～③のほか、多数の者が生命又は身体に危害を受ける 

可能性がある場合などに適用されます。 

 

  ここでは、災害救助法に基づく救助のうち、被災者自身が活用すること 

が出来る制度について記載します。 
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 再建の意向    活用できる支援制度  

住宅を応急的に修理したい → 住宅の応急修理 Ｐ２２ 

    

土砂等を撤去したい → 障害物の除去 Ｐ２３ 

    

災害で損傷した教科書等の 

学用品を調達したい 
→ 学用品の給与 Ｐ２３ 
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制 度 の 名 称 住宅の応急修理（災害救助法） 

支 援 の 種 類 現物支給 

制 度 の 内 容 

○ 災害救助法に基づき、日常生活に必要な最小限度の

部分を応急的に修理します。 

○ 応急修理は①被災者が市へ申し込み、②市が業者に

依頼し実施します。 

○ 応急修理によって、被災者が引き続き元の住宅に住

むことができるよう現物にて支援する制度です。 

○ 修理範囲は 

 ・屋根、柱、床、外壁、基礎等の応急修理 

 ・ドア、窓等の開口部の応急修理 

 ・上下水道の配管、電気、ガス、電話等の配線 

 ・トイレなどの日常生活部分        など、 

 生活に必要な最低限の修理（※内装工事や家電製品は対象外） 

○ 修理限度額 
※同じ住宅に２以上の世帯が同居している場合は１世帯とみなされます。 

住宅の被害程度 １世帯あたりの限度額 

半壊以上 70 万 6 千円 

準半壊、一部損壊 34 万 3 千円 
 

活用できる方 

○ 次の要件を満たす方が対象です。 

 ①住宅が自然災害により一部損壊（準半壊）以上した

世帯 

 ②応急仮設住宅等に入居していない世帯 

 ③自ら修理する資力のない世帯 

お問い合わせ 建築指導課（西庁舎２階）℡0463-83-0883 
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制 度 の 名 称 障害物の除去（災害救助法） 

支 援 の 種 類 現物支給 

制 度 の 内 容 

○ 災害救助法に基づき、住家又はその周辺に運び込ま 

れた土石、竹木等の障害物を除去します。 

○ 除去は①被災者が市へ申し込み、②市が業者に依頼 

し実施します。 

○ 障害物の除去の費用は、市町村内において行った１

世帯当たりの平均が１３万８，７００円以内です。 

※ 災害の発生から１０日以内に除去が必要となりま

す。 

活用できる方 

○ 半壊（焼）又は床上浸水した住家であって、住居又

はその周辺に運ばれた土石、竹木等で一時的に居住で

きない状態にあり、自力では当該障害物を除去できな

い方が対象です。 

お問い合わせ 防災課（西庁舎３階）℡0463-82-9621 

 

制 度 の 名 称 学用品の給与（災害救助法） 

支 援 の 種 類 現物支給 

制 度 の 内 容 
○ 教科書や正規の副教材を無償給与します。 

  その他の教材、文房具、通学用品についても支給し

ます。 

活用できる方 
○ 災害により住家に被害を受け、学用品を失った小・

中学校、高等学校等の児童・生徒 

お問い合わせ 学校教育課（教育庁舎２階）℡0463-84-2785 
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４ 被災者生活再建支援制度について 

 被災者生活再建支援制度とは、自然災害によりその生活基盤に著しい被

害を受けた世帯に対し支援金を支給し、その生活の再建を支援することを

目的とした制度です。 

 制度が適用になる自然災害は、市内で『１０世帯以上の住家全壊被害』

が発生した自然災害が制度の対象です。 

 なお、令和５年５月時点で、秦野市が対象となる自然災害はありません。 

 

１ 制度の対象 

制度の対象は、次のいずれかに該当する世帯です。 

① 住宅が「全壊」した世帯（全壊） 

② 住宅が「半壊」、又は住宅の敷地に被害が生じ、その

住宅をやむを得ず解体した世帯（解体） 

③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状

態が長期間継続している世帯（長期避難） 

④ 住宅が「半壊」し、大規模な補修を行わなければ居住

することが困難な世帯（大規模半壊） 

⑤ 住宅が「半壊」し、相当規模の補修を行わなければ居

住することが困難な世帯（中規模半壊） 
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 ２ 支給額 

   支援金の支給額は以下の二つの支援金の合計額となります。 

  (1) 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

  (2) 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

                      （単位：万円） 

区分 
基礎支援金 ① 加算支援金 ② 計 

（①＋②） （住宅の被害程度） （住宅の再建方法） 

全壊 

100 

建設・購入 200 300 

解体 補修 100 200 

長期避難 賃借（公営住宅を除く） 50 150 

大規模半壊 50 

建設・購入 200 250 

補修 100 150 

賃借（公営住宅を除く） 50 100 

中規模半壊 - 

建設・購入 100 100 

補修 50 50 

賃借（公営住宅を除く） 25 25 

※世帯人数が 1 人の場合は、各該当欄の額の 3/4 の額となります。 

※中規模半壊世帯については、「加算支援金」のみ申請可能です。 
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 ３ 申請手続き 

  (1) 申請書類 

被災者生活再建支援金申請に必要な書類 

区分 全壊 

解体 
大規模 

半壊 

中規模 

半壊 半壊解体 
敷地被害

解体 

1 申請書 ○ ○ ○ ○ ◎ 

2 り災証明書 ○ ○ ○ ○ ◎ 

3 

解体証明書  ○ ○   

滅失登記簿謄本  ○ ○   

閉鎖事項証明書  ○ ○   

敷地被害証明書類   ○   

4 住民票 ○ ○ ○ ○ ◎ 

5 預金通帳の写し ○ ○ ○ ○ ◎ 

6 契約書等の写し ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

  ○：基礎支援金の申請に必要な書類 ◎：加算支援金の申請に必要な書類 

 (2) 申請期間 

  ア 基礎支援金 災害発生日から１３か月以内 

  イ 加算支援金 災害発生日から３７か月以内 

 (3) 申請窓口 

   地域共生推進課（本庁舎２階） 

 (4) 関連ページ 

   

 

 

 （公財）都道府県センター 

 

内閣府 防災情報ページ 
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